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１ 一層厳しさを増す安全保障環境や東日本大震災にお

ける教訓を踏まえ、「平成２３年度以降に係る防衛計

画の大綱」（平成２２年１２月１７日閣議決定）及び

「中期防衛力整備計画（平成２３年度～平成２７年

度）」（平成２２年１２月１７日閣議決定）に基づき、

動的防衛力の構築に向けた、効果的かつ効率的な防衛

力整備を着実に実施

２ その際、防衛力の新たな役割である

○ 実効的な抑止及び対処

○ アジア太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化

○ グローバルな安全保障環境の改善

に継続して取り組むため、大規模災害、原子力災害へ

の対応能力向上を図るほか、各種の活動に活用し得る

機能、非対称的な対応能力を有する機能※１及び非代替

的な機能※２を重視

南西地域も含め、警戒監視、洋上哨戒、防空、弾道

ミサイル対処、輸送、指揮通信等の機能を重点的に整

備し、防衛態勢を充実

３ また、厳しさを増す財政事情の下、事業の内容を精

査の上、真に必要な機能に資源を選択的に集中

０１

平成２４年度概算要求の考え方

※１ 「非対称的な対応能力を有する機能」とは、たとえば相手方の水上艦艇による行動に対し隠密性の高い潜水艦によって行う

警戒監視など、相手方の行動に対し効率的・効果的に優位性を保ちつつ対応しうる機能

※２ 「非代替的な機能」とは、たとえば弾道ミサイル防衛（ＢＭＤ）システムなど、その機能がなければ甚大な被害を及ぼす相

手方の攻撃などに対する対応能力に全く欠けてしまうような機能



● 潜水艦（ＳＳ）の建造 （１隻：５６５億円）

・ ＴＣＭ※を搭載した性能向上型として、

２，９００トン型を建造

● 高高度滞空型無人機の運用・維持・整備に係る海外調査（１百万円）

● 固定式警戒管制レーダーの整備（３９億円）

・ 南西地域の警戒監視の強化のた
め、沖永良部島の現有レーダーを
ＦＰＳ－７へ換装

① 周辺海空域の安全確保

周辺海空域で常時継続的に情報収集・警戒監視を行い、各種兆候を早期察知する態勢を強化す
る。

１ 実効的な抑止及び対処

平素から常時継続的に警戒監視活動等を実施し、事態の推移にシームレスに対応す
ることが可能な防衛力を着実に整備

警戒監視能力の強化

無人機に関する調査・研究

０２

● 護衛艦（ＤＤＨ）の建造 （１隻：１，１９０億円）

※ ＴＣＭ（Torpedo Counter Measures）：潜水艦魚雷防御システム

・ 平成２８年度に除籍が見込まれる護衛艦「くらま」
の代替更新として、１９，５００トン型を建造

固定式警戒管制レーダーの運用イメージ

他サイト

サイト

信号処理装置

表示制御装置
ＤＣ

近距離用空中線装置

遠距離用空中線装置

● 護衛艦の艦齢延伸 （艦齢延伸工事２隻及び部品調達６隻分：８１億円）

・ 護衛艦の体制を維持するため、はつゆき型（１隻）、あさぎり型（４隻※ ）、

あぶくま型（２隻）及びはたかぜ型（１隻）護衛艦に艦齢延伸措置を実施

２４年度潜水艦（2,900トン型）
（イメージ）

２４年度護衛艦（19,500トン型）
（イメージ）

● 艦艇等の情報共有能力の向上（９億円）

・ 見通し水平線外にある艦艇等と目標情報を共有するための衛星通信能力の向上

注１：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き、装備品等の製造等に要する初度費を除く経費を表示している。

２：本文中の計数は、特に記載のある場合を除き契約ベースである。

３：本文中の青字は、新規事業を表示している。

※ うち２隻は艦齢延伸工事



・ 米国における米海兵隊との実動訓練（陸自）
島嶼防衛に係る実効的な作戦遂行能力・共同連携要領等の相互運用性を向上させるた
め、部隊を派遣し実戦的な訓練を実施

・ 方面隊実動演習（西部方面隊）（陸自）
島嶼防衛に係る海・空自衛隊との連携要領等の訓練を実施

● 沿岸監視部隊の配置等（与那国島）

・ 日米共同統合演習（統幕）
共同統合運用能力の維持・向上のため、自衛隊及び米軍による実動演習を実施

１ 実効的な抑止及び対処

② 島嶼部に対する攻撃への対応

島嶼部における各種事態に対応し得るよう、情報収集・警戒監視体制の整備、迅速な展開・対
応能力の向上、防空能力の向上及び海上交通の安全確保に必要な体制を整備する。

● 部隊練度の向上

（１）情報収集・警戒監視体制の整備等

（２）迅速な展開・対応能力の向上

米海兵隊との実動訓練

０３

● 那覇基地における早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）の整備基盤を整備

（空自）（２億円）

・ 南西地域において早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）を常続的に運用

し得る態勢を確保するため、整備器材等を取得

方面隊実動演習日米共同統合演習

・ 新編する沿岸監視部隊の配置及び移動警戒隊の展開のために
必要な用地の取得などを実施（陸自・空自）（１５億円）

移動警戒隊の展開に使用する
「移動式３次元レーダー装置」

E-2C



次期戦闘機 提案機種

● 次期輸送機（Ｃ－２）の取得 （２機：３３３億円）

・ 輸送能力を強化するとともに、国際平和協力活動等の任務に積極的に取り組むため、
Ｃ－２を取得

● ８８式地対艦誘導弾システム（改）の取得 （２式：５６億円）

１ 実効的な抑止及び対処

０４

● 輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）の取得 （２機：１０９億円）

・ 島嶼部への攻撃に対する抑止力を高めるとともに、艦船への射撃能力向上を図るため、
８８式地対艦誘導弾システム（改）を取得

● 那覇基地における戦闘機部隊の２個飛行隊化に向けた所要の施設整備のための調査を実
施（空自）（０．７億円）

現有戦闘機等の有効性確保のための能力向上

（３）防空能力の向上

電子戦環境下における空対空戦闘能力の向上を図る
とともに、周辺諸国の航空機等のステルス化に対処し
得る能力を付与するため、Ｆ－１５近代化機に赤外線
捜索追尾装置（ＩＲＳＴ）を搭載

・ Ｆ－１５近代化改修 （２機：３０億円）

・ Ｆ－１５自己防御能力の向上 （２機：４８億円）

・ Ｆ－２空対空戦闘能力の向上 （１２機：４１億円）

・ Ｆ－２へのＪＤＡＭ※機能の付加 （２０機：２８億円）
※ ＩＲＳＴ（Infra-red Search and Track）：赤外線捜索追尾装置
※ ＪＤＡＭ（Joint Direct Attack Munitions）：精密誘導装置付爆弾

● 戦闘機の能力向上改修

周辺諸国の航空戦力の近代化に対応するとともに、防空等の任務に適切に対応するため、
現有戦闘機の能力向上改修を実施

・ Ｆ－１５のＩＲＳＴ※搭載改修 （２機：１４億円）

８８式地対艦誘導弾システム（改）

データ記録装置

信号処理部
電源部

センサー部

ＭＰＣＤ画像記録装置データ記録装置

信号処理部
電源部

センサー部

ＭＰＣＤ画像記録装置データ記録装置

信号処理部
電源部

センサー部

ＭＰＣＤ画像記録装置

ＩＲＳＴ搭載改修

次期輸送機（Ｃ－２）

新たな戦闘機の取得

※ ２４年度予算案決定までに機種決定予定

● 次期戦闘機（Ｆ－Ｘ）の取得

（４機：５５１億円）

・ 現有の戦闘機（Ｆ－４）の後継機として、
Ｆ－Ｘを取得

● 護衛艦（ＤＤＨ）の建造［再掲］

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）

（注）諸元等は、Jane s年鑑、公刊資料等による。’

約11m*約16m*約 5m約11m*約16m*約 5m約14m*約19m*約 5m幅*長*高

20,000lbs×2発43,000lbs×1発22,000lbs×2発推力

ﾕｰﾛﾌｧｲﾀｰ社ﾛｯｷｰﾄﾞ･ﾏｰﾁﾝ社ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ社
製作

設計

最大Ｍ2.0

英・独・伊・西

（共同開発）

ﾀｲﾌｰﾝ

最大Ｍ1.8

米国

F/A-18E

最大Ｍ1.6速度

米国等９か国

（共同開発）
開発国

F-35A

機種

約11m*約16m*約 5m約11m*約16m*約 5m約14m*約19m*約 5m幅*長*高

20,000lbs×2発43,000lbs×1発22,000lbs×2発推力

ﾕｰﾛﾌｧｲﾀｰ社ﾛｯｷｰﾄﾞ･ﾏｰﾁﾝ社ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ社
製作

設計

最大Ｍ2.0

英・独・伊・西

（共同開発）

ﾀｲﾌｰﾝ

最大Ｍ1.8

米国

F/A-18E

最大Ｍ1.6速度

米国等９か国

（共同開発）
開発国

F-35A

機種



● ペトリオット・システムの改修 （３式：３６２億円）

・ 防空能力向上のため、ＰＡＣ－２ ３個高射隊
（旧式システム）の装備システムをバージョンアップ

１ 実効的な抑止及び対処

０５

● Ｆ－２の支援戦闘能力向上のための開発 （３３億円）

・ Ｆ－２の支援戦闘能力を向上させるため、レーザーJDAMの投弾に当たり、操縦者の

負担を軽減すべく、最適な投弾エリアを表示するシステム等を開発するとともに、それ
に伴い必要となるミッションコンピューターの能力向上を図る

● 将来ミサイル警戒技術に関する研究 （２０億円）

・ 各種の航空機に搭載し、希煙化されたミサイルなど新たな脅威を探知することが可能
な赤外線を用いたミサイル警戒装置について研究を実施

その他の装備品の取得等

● 基地防空用地対空誘導弾の取得 （５８億円）

● １１式短距離地対空誘導弾の取得 （４９億円）

● ０３式中距離地対空誘導弾の取得 （１６７億円）

基地防空用地対空誘導弾（空自） ／

11式短距離地対空誘導弾（陸自）

・ 各種の航空機に搭載し、希煙化されたミサイルなど新たな脅威を探知することが可能
な赤外線を用いたミサイル警戒装置について研究を実施

将来ミサイル警戒技術に関する研究

※クラッタ：不要な赤
外線またはその放射源

脅威ミサイル

非脅威ミサイル

クラッタ※

→ 警報

→ 警報なし

→ 警報なし

我部隊

自機

自機

脅威ミサイル

敵部隊

脅威ミサイルに対し警報を発し、非脅威ミサイルやクラッタに対して誤警報の発生を低減

ペトリオット・システム



０６

● 可変深度ソーナーシステムの研究 （２２億円）

・ 現有装備では探知が困難であった

水深における潜水艦探知能力の向上

及び複数艦による探知機会の向上を

図るため、水上艦艇用の可変深度ソ

ーナーシステムについて研究を実施

可変深度ソーナーシステムの研究

１ 実効的な抑止及び対処

※1 VDS（ Variable Depth Sonar ） : 
可変深度ソーナー

※2 TASS（ Towed Array Sonar System ）: 
えい航式ソーナー

（４）海上交通の安全確保

● 掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨー１０１）（掃海仕様）

の取得 （１機：６４億円）

・ 将来の対機雷戦任務に対応するため、掃海・輸送ヘリ
コプター（ＭＨ－５３Ｅ）の後継として掃海・輸送ヘリ
コプター（ＭＣＨ－１０１）（掃海仕様）を取得

● 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｊ）の機齢延伸

（２機：１０億円）

● 哨戒ヘリコプター（ＳＨ－６０Ｋ）（ＳＨ－６０Ｊの後継）

の取得 （５機：２８２億円）

● 潜水艦及び護衛艦の建造、護衛艦の艦齢延伸［再掲］

・ 哨戒ヘリコプターの体制を維持するため、ＳＨ－６０Ｊ
に機齢延伸措置を実施

SH-60K

掃海・輸送ヘリコプターMCH-101
（掃海仕様）

● 潜水艦用新魚雷の開発 （３７億円）

・ 現有の８９式魚雷は開発から２０

年以上が経過し、魚雷欺まん装置の

高度化や、浅海域における海面残響

等によるセンサー探知距離の低下に

対応困難。これに対応するとともに、

各種艦船への効果的な攻撃を可能と

する潜水艦用新魚雷を開発

潜水艦用新魚雷の開発

センサー、弾頭及び誘導制御技術の向上

・魚雷欺まん装置への対応

・複雑な海面状況（海面残響等）への対応

小型から大型までの広範

な水上目標への対応

11

受信艦

Link

潜水艦捜索

（Active/Passive）

TASS※2

送受信艦

受信艦

VDS※1

マルチスタテック

受信部 パッシブ受信部音源部

艦首ソーナーでは探知が困難で

あった水深に潜む目標捜索が可能

マルチスタテックによる

探知機会の向上



動的解析部 静的解析部情報収集部 対処演習部

ウイルス等の侵入要領、

挙動等の影響分析等

0101

0001

1011

対処演習を実施

インターネット

攻撃

防衛

ウイルス本体の構造解析等
外部インターネットから

の最新ウイルス等の入

手等

１ 実効的な抑止及び対処

③ サイバー攻撃等への対処

サイバー攻撃等への対処能力を強化するため、体制の充実・強化等を図る。

● サイバー攻撃等対処に向けた人材育成の取組

● サイバー攻撃対処に係る企画機能及び訓練支援機能の強化

● サイバー防護分析装置※の機能強化 （２億円）

● サイバー攻撃等への対処のための調査研究等 （０．２億円）

体制の充実・強化

運用基盤の構築等

人材育成及び外国との連携強化

● 米国との連携の強化

０７

・ 日米ＩＴフォーラムへの参加等

・ サイバー攻撃の脅威の増大に対応するため、統合幕僚監部のサイバー企画機能を強化

● サイバー戦分析機能の強化

・ 諸外国のサイバー攻撃事案について、情報本部における長期的・専属的な情報収集・
分析機能を強化

・ 各自衛隊のサイバー防護に係る能力向上を図るため、共同の部隊である自衛隊指揮通
信システム隊の訓練支援機能を強化

・ 国内外の大学院等への留学等

カーネギーメロン大学

ソフトウェア工学研究所

米戦略軍主催シンポジウムへの参加

※ サイバー攻撃等に係る情報収集・解析・対処演習機能を備えた装置

・ 情報保証に係る最新技術動向等の調査研究



・ 治安出動に係る警察との共同訓練

１ 実効的な抑止及び対処

④ ゲリラや特殊部隊による攻撃への対応

ゲリラや特殊部隊による攻撃に迅速かつ効果的に対応できるよう、部隊の即応性、機動性等を
一層高めるとともに、核・生物・化学兵器による攻撃への対処能力の向上を図る。

１，１９７億円特殊部隊攻撃等への対処

０８

● 火力戦闘車の開発 （６４億円）

・ 現有の牽引式りゅう弾砲（ＦＨ－７０）の減勢に対応するため、射撃・陣地変換の迅

速化、戦略機動性の向上及びネットワーク化を図った火力戦闘車（装輪自走砲）を開発

火力戦闘車の運用イメージ

● １０式戦車の取得 （１６両：１６０億円）

● 警戒監視・情報収集

・ 警戒・監視訓練
・ 無人偵察機システムの取得（１式：４億）
・ 遠隔操縦式小型偵察システムの研究 （１５億円）

● ゲリラや特殊部隊の捜索、重要施設防護
・ 軽装甲機動車（陸自１０１両：３０億円、空自２両：０．９億円）、多用途ヘリコ
プター（ＵＨ－６０ＪＡ）（１機：３７億円）、戦闘ヘリコプター（ＡＨ－６４Ｄ）

（１機：５２億円）の取得

● 侵入したゲリラや特殊部隊の捕獲・撃破

・ 市街地戦闘訓練
・ 多用途ガンの取得 （７門：０．７億円）

● 警察との連携の強化

・ 現有戦車の減勢に対応し、小型・軽量化、機動力の向上、ネット
ワークによる戦闘能力の強化を図った１０式戦車を引き続き取得

市街地戦闘訓練

UH-60JA

狭い空間での運用で必要と

なる目視外での遠隔操縦

狭い空間での運用で必要と

なる目視外での遠隔操縦

小型UAVによる情報収集小型UAVによる情報収集

小型UＧVによる進出・中継

遠隔操縦式小型偵察

システムのイメージ

観測機関（ＦＯ等）

火力戦闘車

火力戦闘車

空中観測（ヘリ等）

射撃・陣地変換の迅速化

／戦略機動性の向上

ネットワーク化

火力戦闘指揮

統制システム

※ ＵＡＶ（Unmanned Air Vehicle）：無人航空機
ＵＧＶ（Unmanned Ground Vehicle）：地上無人機

AH-64D

核・生物・化学兵器（ＮＢＣ）対処に必要な各能力の充実 ９頁（特殊災害対処に必要

な各能力の充実）参照

多用途ガン

（イメージ）



１ 実効的な抑止及び対処

０９

● 対処に必要な各能力の充実

９８億円

・ 予 防：天然痘ワクチン

・ 検知、識別：ＣＢＲＮ※１脅威評価システム技術の研究（１０億円）

ＮＢＣ偵察車（２両：１４億円）

ＮＢＣ警報器（１組：２億円）

新線量率計セット

（１７３組※２：５億円）

・ 防 護：個人用防護装備、化学防護衣

・ 診断、治療：遠隔地医療支援システム

・ 除 染：除染車、除染装置

・ 訓 練：ＮＢＣ防護訓練

ＮＢＣ偵察車

※１ ＣＢＲＮ：化学（Chemical）、生物（Biological）、放射線（Radiological）及び核（Nuclear）

⑤ 大規模・特殊災害等への対応

東日本大震災の教訓を踏まえつつ、原子力災害を含む様々な大規模・特殊災害等に迅速かつ適
切に対応し、国民の人命及び財産を保護するため、各種装備や訓練の充実を図る。

特殊災害対処に必要な各能力の充実

● 被災時の自衛隊航空機による輸送力の強化

護衛艦（ＤＤＨ）の建造［再掲］

輸送ヘリコプター（ＣＨ－４７ＪＡ）の取得［再掲］

● 部隊展開後の通信能力の向上、関係機関等との情報共有手段の整備

・ 新野外通信システムの取得

● メンタルヘルスケアの充実

掃海・輸送ヘリコプター（ＭＣＨ－１０１）の取得［再掲］

東日本大震災の教訓を踏まえた災害対処能力の向上

護衛艦「ひゅうが」から離艦する

陸自CH-47JA（統合運用）

15頁参照

18頁参照

● 災害対処機能の向上

・ 災害派遣機能の強化（災害派遣担当要員の増員）（内局・統幕）

・ 災害情報の分析・見積態勢の強化（災害担当要員の増員）（情本）

・ 東日本大震災の教訓を踏まえ、自然災害への対応（自衛隊統合防災演習、米国国家災

害医療システム訓練等）に加え、原子力災害等への対応を強化するため、各種訓練や演

習を実施。また、専門的な知識・技能を必要とする原子力災害等に関する能力を強化す

るため、放射線関連講習の受講を実施

● 原子力災害を含む災害に対応する訓練等 （８億円）

※２ γ線測定装置１２１組、α・β線測定装置２７組、中性子線測定装置２５組

・ 被災地への救援物資等の迅速かつ安定的な輸送

次期輸送機（Ｃ－２）の取得［再掲］

・ 孤立地域に対するヘリコプターを活用した物資輸送

● 陸上自衛官の実員増

・ 統合幕僚監部「運用部副部長」の新設

16頁参照

16頁参照

２，４７２億円

・ 大規模・特殊災害に関する教育を実施するための新たなプログラムの開設（防大）

● 教育・研究体制の整備（教官の増員） 17頁参照

ＣＢＲＮ脅威評価システム技術の研究

地形、建造物及び

局所気象環境条件

後方指揮所

考慮すべき

シミュレーション条件

生物・化学物性条件

（検知・拡散性等）

気象・センサー情報の取得

移動センサー

固定センサー

拡散予測、発生エリアの推定

ＣＢＲＮ対処部隊への運用支援



・ 平成２４年度は、システムプログラムの開発・設計に
着手するとともに改修にかかる器材の調達等を実施

１ 実効的な抑止及び対処

⑥ 弾道ミサイル攻撃への対応

弾道ミサイル攻撃への対応により万全を期すため、イージス艦の能力向上、ＰＡＣ－３ミサイ
ルの取得等の整備を着実に実施するとともに、ＢＭＤ用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ－３Ｂ
ｌｏｃｋⅡＡ）の日米共同開発を継続する。

● ＢＭＤ用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ－３ＢｌｏｃｋⅡＡ）（８億円）

● イージス艦の能力向上 （２隻：３９９億円）

６３３億円

迎撃システムの整備

研究開発等（日米共同開発）

・ 弾道ミサイルの脅威に対し、常時継続的な警戒態勢を
保持するため、「あたご」型護衛艦２隻のＢＭＤ艦化改
修を実施

・ 将来的な脅威への対応を念頭に、弾道ミサイル対処能力を向上させるため、イージス
艦に搭載するＢＭＤ用能力向上型迎撃ミサイル（ＳＭ－３ＢｌｏｃｋⅡＡ）の日米共同
開発を継続

● ＰＡＣ－３ミサイルの取得 （４７億円）

・ 所要のＰＡＣ－３ミサイルを取得し、弾道ミサイル対
処能力を向上

・ 平成２４年度は、システム・シミュレーション試験を行うとともに、地上発射試験の
ための準備作業等を実施

１０

「あたご」型護衛艦

キネティック弾頭

・軌道修正・姿勢制御装置

・赤外線シーカ

キネティック
弾頭射出部

ミサイル誘導部

第３段

ロケットモータ

ノーズコーン

上段分離部 ロケットモータ

第２段

第２段操舵部

ブースタ

（Mk72改）

・誘導部

PAC-3ミサイル



・ 早期警戒機（Ｅ－２Ｃ）の整備基盤を整備［再掲］

○ 日豪、日韓、日印等防衛協力・交流
日中、日露防衛交流・協力
日米豪、日米韓３か国防衛協力
東南アジア諸国、欧州諸国、
ＮＡＴＯとの防衛協力・交流

● 日米同盟を深化させつつ、二国間・多国間の防衛協力・交流、共同訓練・演習を多層的

に推進し、アジア太平洋地域の安定化を図る

① 平素からの情報収集・警戒監視

２ アジア太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化

情報収集・警戒監視や訓練・演習等の適切な実施により、我が国周辺の安全保障環境の安
定を目指すほか、日米同盟を深化させつつ、二国間・多国間の防衛協力・交流や共同訓
練・演習、域内協力枠組みの構築・強化、能力構築支援を推進

１１

② 各国との防衛協力・交流の推進

● 能力構築支援事業 （５億円）

・ 防衛省職員や民間人を東南アジア等の開発途上国
に派遣し、防衛省・自衛隊の有する人道支援・災害
救援や地雷・不発弾処理等の非伝統的安全保障分野

に関する知識・経験を提供することで、相手国の軍
又は関係機関の能力向上や人材育成を促進し、ひい
ては国際的な安全保障環境の安定化に貢献
（２４年度から本格的に事業を実施）

○ カカドゥ１２（豪主催の多国間共同訓練）
アマン１３（パキスタン主催の多国間共同訓練）
日米豪、日米印共同訓練

・ 捜索・救難等に関わる技量の向上を図るとともに、
信頼関係の増進と相互理解を図るために実施

○ 二国間捜索・救難共同訓練

カカドゥ（奥はオーストラリアと

ニュージーランド P-3C)

・ 艦艇等の情報共有能力の向上［再掲］

・ 潜水艦及び護衛艦の建造、護衛艦の艦齢延伸［再掲］

金寛鎮 韓国国防部長官との会談 梁光烈 中国国防部長との会談

・ 固定式警戒管制レーダーの整備［再掲］

警戒監視活動中のP-3C

● 平素からの情報収集・警戒監視活動に必要な各種の取組の実施

事業形態のイメージ

防衛省・自衛隊 民間団体
（NGO等）

協力（契約）

東南アジア諸国等（軍又は関係機関）

事業の実施

（人材育成等）

事業形態のイメージ

防衛省・自衛隊 民間団体
（NGO等）

協力（契約）

東南アジア諸国等（軍又は関係機関）

事業の実施

（人材育成等）



● アジア・太平洋地域後方補給セミナーへの参加（統幕）

陸軍兵站実務者交流の主催（陸自）

アジア・太平洋諸国海軍大学セミナーの主催（海自）

国際航空防衛教育セミナーの主催（空自）

・ 我が国の政策や取組の積極的な紹介などを通じた

防衛政策の透明性の向上及び防衛当局間の率直な意

見交換等を通じた相互理解の増進を図る

● ＡＳＥＡＮ地域フォーラム（ＡＲＦ）への参加

・ 米海軍を主体とする艦艇がアジア・太平洋地域内の
各国を訪問して、医療活動及び文化交流等を実施し、
各国政府、軍、国際機関及びＮＧＯとの協力を通じて、
参加国の連携強化や国際災害救援活動の円滑化等を図る

● パシフィック・パートナーシップ２０１２への参加

③ アジア太平洋地域における多国間協力の推進

● 防衛省・自衛隊による多国間安全保障対話の主催

● 拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議（ＡＤＭＭプラス）の下で

の取組

・ アジア太平洋地域における唯一の公式な国防担当閣
僚会合を通じ、地域の防衛・安全保障協力の強化を積
極的に推進

・ 防衛医学分野の専門家会合（シンガポールとともに
共同議長国）において、同分野における地域の実践的
な協力を積極的に推進

・ 東京ディフェンス・フォーラムの主催

・ 日・ＡＳＥＡＮ諸国防衛当局次官級会合の主催

１２

２ アジア太平洋地域の安全保障環境の一層の安定化

アジア・太平洋諸国海軍大学セミナー

第２回ARF災害救援実動演習

（ARF-DiREx2011）での共同調整所勤務

拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議

（ＡＤＭＭプラス）

・３年毎に開催

・閣僚級

高級事務レベル会合
（ＡＤＳＯＭプラス）

・年次開催

・局長級

ＡＤＳＯＭプラスＷＧ

・年次開催

・課長級

専門家会合
（ＥＷＧ）

＜参加国＞

ＡＳＥＡＮ＋豪州、中国、

インド、日本、韓国、

ＮＺ、ロシア、米国

拡大ASEAN国防相会議（ADMMﾌﾟﾗｽ）の組織図

拡大ＡＳＥＡＮ国防相会議

（ＡＤＭＭプラス）

・３年毎に開催

・閣僚級

高級事務レベル会合
（ＡＤＳＯＭプラス）

・年次開催

・局長級

ＡＤＳＯＭプラスＷＧ

・年次開催

・課長級

専門家会合
（ＥＷＧ）

＜参加国＞

ＡＳＥＡＮ＋豪州、中国、

インド、日本、韓国、

ＮＺ、ロシア、米国

拡大ASEAN国防相会議（ADMMﾌﾟﾗｽ）の組織図

パシフィック・パートナーシップ



● アフリカ諸国のＰＫＯセンターへの講師派遣

● ＰＳＩ※ 阻止訓練等への参加

● ソマリア沖・アデン湾における海賊対処

・ 防衛省・自衛隊と関係機関、関係国が協力して
大量破壊兵器等の拡散に対処するための能力の維
持・向上を図る

・ 護衛艦及びＰ－３Ｃによるアデン湾における
海賊対処の継続

※ＰＳＩ（Proliferation Security Initiative）：拡散に対する安全保障構想

・ 国際平和協力活動等に携わる要員を養成する課程教育
の実施（統幕）

● 国際平和協力センターにおける教育・研究の強化

① 自衛隊の国際活動基盤の強化

② 国際社会が行う活動への取組

５１億円

３ グローバルな安全保障環境の改善

国際平和協力活動に積極的に取り組むほか、軍備管理・軍縮、不拡散等の分野における諸
活動や能力構築支援に積極的に関与するとともに、国際テロ対策、海上交通の安全確保の
ための取組等を推進

● 国際活動関連装備の整備

● 国際平和協力活動等に関する教育・訓練等

・ 特殊トラック(ＰＬＳ ※付)の取得（陸自）（２両：３億円）

・ 浄水セット（改）の取得（陸自）（２セット：２億円）

・ Ｃ－１３０Ｈ用燃料タンク防爆フォームの整備（空自）
（０．３億円）

・ ＰＫＯ訓練センターへの派遣（陸自）（２百万円）

・ 国外後方補給調査（統幕）（０．３百万円）

１３

・ 艦艇用共同イントラネットの整備（海自）（０．９億円）

● 国際活動に係る統合輸送機能の強化

・ 現地輸送調整機能の強化（統幕）

・ 海事衛星通信（インマルサット）関連事業（海自）

（３億円）

ジブチ自衛隊活動拠点

・ 多国間訓練への参加（統幕）（１億円）

● 国際活動に係る地図整備態勢の強化

・ 多国間の地図共有枠組みへの参加による地図整備態勢の強化（情本）

輸送機C-130Hへの貨物搭載

コブラ・ゴールド（多国間訓練）

における在外邦人等輸送訓練

※ ＰＬＳ（Palletized Load System）：コンテナを搭載する際に使用するアーム状の器材

特殊トラック（ＰＬＳ付）（イメージ）



・ 高高度滞空型無人機の運用・維持・整備に係る海外調査

統合による機能強化・部隊等の在り方の検討

横断的な視点による資源配分の一元化・最適化の検討

人的基盤に関する抜本的な制度改革の推進

総合取得改革の推進

→ 陸空の装備品の共通化を念頭においた将来の地対空ミサイルシステムに資する、ロケットモータ部
及び光波シーカ用ドームに関する要素技術の研究を実施

● 自衛隊病院の拠点化・高機能化

１４

衛生機能の強化

→ 退職予定自衛官のスキル向上のための職業訓練の充実等

４ 防衛力の実効性向上のための構造改革の推進

防衛力の実効性向上のための構造改革の各検討項目について、改革のロードマップ
に則り、一定の結論を得たものから、２４年度概算要求に適切に反映

● ＰＢＬ

● その他検討事項

・ 自衛隊中央病院医療情報システム概要・詳細設計

・ 札幌病院建替（２期工事）（３９億円）

→ 老朽・狭隘等機能不備な自衛隊札幌病院の建替を実施

● 情報通信技術の基盤整備

・ 看護師養成課程の４年制化関連事業

・ ＰＢＬパイロット・モデルの実施

● 募集・援護の在り方

・ 援護施策の充実

● 情報通信事業管理の強化

・ Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業 15頁参照

● 後方業務効率化

・ 自衛隊業務の在り方に関する調査

● 指揮統制・基本部隊

・ 移動警戒隊の展開（与那国島）

・ 統合幕僚監部「運用部副部長」の新設

● 機動展開

・ 日米共同統合演習等の各種演習等を実施

● 情報収集・警戒監視・偵察活動

・ 将来のミサイルシステムに関する要素技術研究 （２件 ２２億円）

・ 新野外通信システムの取得

3頁参照

15頁参照

21頁参照

18頁参照

→ 有効な就職援護施策実施のための労働市場のニーズ等の調査

18頁参照

16頁参照

● 事態演習・訓練・教育
3頁参照

● 防空態勢・高射部隊の体制

2頁参照

21頁参照

・ 沿岸監視部隊の配置（与那国島） 3頁参照



２，６０９億円

● Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業 （１，８８１億円）

● 新野外通信システムの取得 （２式：１４８億円）

５ 宇宙・情報通信関連事業

防衛分野での宇宙利用の促進及び情報通信機能強化のための各種取組を実施

宇宙関連施策の推進

情報通信機能の強化

・ 平成２７年度に現用通信衛星（スーパーバードＢ２号機、Ｄ号機）の設計寿命が到来
するのに伴い、後継衛星を整備。本事業では、民間企業の資金、経営能力及び技術的知
見を活用し、設計から廃棄までを一括契約で実施する「ＰＦＩ方式」を採用

アクセスノード装置
広帯域多目的無線機

（携帯用）

（車両用）

１５

Ｘバンド衛星通信のイメージ

� Ｘバンド通信衛星の整備（製造、打

上げ等）及び運用

� Ｘバンド通信衛星の運用に必要な施

設・設備の整備及び維持管理

� Ｘバンド衛星通信網の統合的な管理

システムの導入等

・ 野外における陸上自衛隊の通信インフラとして、迅速に高速かつ広域に
わたる通信ネットワークを構成可能であり、災害対応にも有用な新野外通
信システムを取得

● 宇宙を利用したＣ４ＩＳＲ※の機能強化のための調査・研究

※Ｃ４ＩＳＲ：Command(指揮),Control(統制),Communication(通信),Computer(ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ), 
Intelligence(情報),Surveillance(監視),Reconnaissance(偵察)

・ ２波長赤外線センサー技術の研究等

● 衛星通信の利用

・ Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業

・ 通信衛星の中継機能の借上げ等

● 商用画像衛星の利用

・ 画像データの受信等

● 気象衛星情報の利用

● 米空軍宇宙基礎課程への派遣 通信衛星スーパーバード

下記参照



● 「東日本大震災への対応を踏まえた大規模・特殊災害等に対応するための基盤強化」の

ための体制強化

● 部隊の改編等

６ 編成・機構関連事業

大綱・中期防を踏まえ自衛官の実員増や各自衛隊の部隊改編を実施。また、防衛政
策の立案機能強化に向けた組織作りなどを実施

編成関連事業

機構関連事業

１６

自衛官の実員増

・ 第４師団の即応近代化改編

・ 第１戦車群の改編

・ 中央即応集団司令部の座間駐屯地（仮称）への移転
（座間駐屯地（仮称）の新設）

・ 旅団の化学防護隊等の旅団直轄化

・ 第１２旅団の即応近代化改編

・ 航空救難団の航空支援集団から航空総隊への隷属替え

● 陸上自衛官の実員増

・ 福島第一原発の周辺において、引き続き原子力災害に対応する部隊の対処に万全を期
するため、１０９人の増員を要求

・ 日米共同作戦の円滑な実施のため、運用企画局事態対処課「日米運用調整官（仮

称）」を新設

● 「複合事態等に対応するための統合運用基盤の強化」のための体制強化

・ 統合運用に係る大臣補佐と命令執行を同時並行して持続的に行うための体制を強化す

るとともに、日米調整の実効性等を向上させるため、統合幕僚監部「運用部副部長（仮

称）」を新設

● 「日米同盟関係の深化・発展」のための体制強化

・ 災害対処能力の向上及び基盤強化等のため、防衛政策局防衛政策課「防衛政策企画官

（仮称）」、運用企画局事態対処課「事態対処調整官（仮称）」、人事教育局人材育成

課「予備自衛官室（仮称）」を新設

・ 東日本大震災に伴う災害派遣隊員のケア推進体制の強化等のため、人事教育局衛生官

付「メンタルヘルス企画官（仮称）」を新設

● 「国際社会における多層的な安全保障協力への取組」のための体制強化

・ 防衛政策局国際政策課「国際政策企画官（仮称）」の増設

旅 団

旅
団

司
令

部
付

隊

化
学

防
護

隊

化
学

防
護

隊

U

（イメージ）旅団の化学防護隊等の旅団直轄化

：新編部隊

：廃止部隊

【凡例】

：新編部隊

：廃止部隊

【凡例】

防 衛 大 臣

航 空 総 隊 航空支援集団

司 令 部

航空方面隊等

航 空 救 難 団

航空幕僚長

司 令 部

航 空 救 難 団

輸 送 航 空 隊
その他直轄部隊

その他直轄部隊

（イメージ）航空救難団の隷属替え

隷
属
替
え



● 安全保障課題の多様化に対応するための研究体制の強化（主任研究官の増員）

● 政策に直結する研究の推進

・ 諸外国の有力な安全保障研究機関（米国国防大学国家戦略研究
所(ＩＮＳＳ)等）と機動的に情勢分析に関する意見交換等を実施

・ 国際社会における多層的な安全保障協力への取組
－ 中国、アフリカ地域、オセアニア地域に関する研究の強化
－ ロシア・ソ連の戦史に関する研究の強化

７ 教育・研究体制の強化等

防衛研究所、防衛大学校、防衛医科大学校等の教育・研究体制を強化するための施
策を実施するとともに、職務に専念できる環境の整備や各種衛生施策の充実

防衛研究所

防衛大学校

１７

● 諸外国士官学校への留学の充実

● 教育・研究体制の整備（教官の増員）

・ カタール国軍語学学校への長期研修

・ ドイツ連邦共和国における部隊実習及びドイツ連邦語学庁への派遣期間の拡大
（３週間→４か月）

・ 今後ますます進行する少子高学歴化社会において、幹部自衛官にふさわしい素地を持
つ質の高い学生を確保していくため、新たな方式の入学試験を導入するとともに、現行
の入学試験を改善

● 質の高い人材確保のための施策

・ 自衛隊の新たな任務・役割に対応した教育を実施するため、学術と実務の双方に立脚
した防衛大学校独自の新たなプログラム（危機管理及び生命科学）の開設

・ 大規模・特殊災害に関する教育を実施するための新たなプログラムの開設



７ 教育・研究体制の強化等

● 医官の医療技術の維持・向上及び地域医療への貢献等

● 防医大・防医大病院の機能強化

防衛医科大学校等

各種衛生施策

・ 防衛省・自衛隊のニーズに的確に応え、医官を始
めとする教育所要に資するため、防医大病院の機能
を強化 （１６億円）

・ 自衛隊病院等の医療器材等の整備 （１７１億円）

● 衛生機能の強化

職務に専念できる環境の整備

１８

● 看護師養成課程の４年制化

・ 平成２６年度開講に向け確実に準備を実施 （１８億円）

－ 自衛隊中央病院の医療情報システムの換装に併せて、自衛隊地区病院等の医療電算
機等との共通化を念頭に、概要・詳細設計を実施

・ 野外手術システムの整備 （２億円）

・ 個人携行救急品の整備 （７億円）

● 看護師養成課程の４年制化（上記参照）

個人携行救急品

● メンタルヘルスケアの充実

・ 部外講師による部内相談員等の育成や臨床心理士等の配置、部外カウンセラーを招へ

いする等、各種相談態勢を整備し、隊員に対する心理的ケアを充実 （２億円）

・ 自衛隊中央病院医療情報システム概要・詳細設計 （４億円）



普天間飛行場

グアム島

● 日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同文書による変更がないものについては、引き続き
ＳＡＣＯ最終報告に盛り込まれた措置を着実に実施（前年度同額の８３億円で仮置き。）

● 在沖米海兵隊のグアム移転

地元の負担軽減に資する措置については、可能な限り早期に事業を実施することが重要との観点から、予算編

成過程における地元や米軍等との調整結果を予算に反映させることが必要であり、今後予算編成過程において検

討し、必要な措置を講ずることとしている。このため、要求額は前年度同額の１，４７０億円で仮置き。

この他に、地元負担軽減関連施設整備等について１５億円を概算要求。

(注2) 「インフラ」整備事業については、在沖米海兵隊のグアム移転に伴う所要の

インフラを整備するため株式会社日本政策金融公庫の国際業務部門である

国際協力銀行（JBIC）から米側に対する融資の原資としてJBICに対する出資

を行う

● 国内での再編関連措置

・ 普天間飛行場の移設

・ 嘉手納飛行場以南の土地の返還

・ 相模総合補給廠の一部返還等

・ 厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の移駐等

・ 嘉手納飛行場等所在米軍機の本土への訓練移転

・ 地域振興策（再編交付金等）

(注1) 「真水」事業とは我が国の直接的な財政支援による司令部庁舎等の施設整

備をいう

８ 米軍再編への取組

米軍再編を着実に進めていくため、在沖米海兵隊のグアム移転に係る事業など、関
連措置を的確に実施

地元の負担軽減等に資する措置

ＳＡＣＯ関係経費

１９

● キャンプ座間への陸上自衛隊中央即応集団司令部の移転

● 横田飛行場への航空自衛隊航空総隊司令部等の移転に伴う米軍施設の機能補償等

３９億円抑止力の維持等に資する措置

・ 「真水」事業及び「インフラ」整備事業への資金拠出 等



１，９１９億円

１，１８８億円

うち 住 宅 防 音： ４２９億円
周辺環境整備： ７５９億円

● 自衛隊等の行為又は防衛施設の設置・運用により

生ずる障害の防止等に要する経費

・ 飛行場等周辺の住宅防音事業の実施

・ 周辺環境整備事業（河川・道路改修、学校防音

等）の実施

・ 基地関連市町村から要望の強い特定防衛施設周

辺整備調整交付金事業の実施（公共用施設の整備

及び医療費の助成等のいわゆるソフト事業）

１，３７３億円

● 防衛施設用地等の借り上げ経費、水面を使用して訓練を行うことによる漁業補償等

に要する経費

● 在日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための

特別協定等による負担に要する経費

・ 在日米軍従業員の給与及び光熱水料等を負担

・ 提供施設（隊舎、家族住宅等）の整備の実施

・ 在日米軍従業員に対する社会保険料（健康保険、

厚生年金保険等）の事業主負担分等を負担

うち 特 別 協 定： １，３９５億円

提供施設の整備： ２５５億円
基地従業員対策等： ２７０億円

隊 舎

９ 基地対策等の推進

防衛施設と周辺地域との調和を図るため、基地周辺対策を着実に実施するとともに、在

日米軍の駐留を円滑かつ効果的にするための施策を推進

基地周辺対策経費

在日米軍駐留経費負担

施設の借料、補償経費等

２０

防音建具の取付

防音天井に改造

空調機器の取付

防音壁に改造

防音サッシの取付

【施工の一例】

住宅防音

防音工事実施前

防音工事実施後



従来、年度ごとに調達している装備品等のうち、複数年度分の所要を一括して調達するこ

とにより経費の節減が見込まれる主な装備品について、集中調達を実施

10 効率化への取組等

装備品取得等の全般にわたり、更なる合理化・効率化を図るため及び更なる調達の公正性
を確保するため、また、防衛省における予算執行の効率性を高めるため、各種取組を推進

装備品等の集中調達

【集中調達を実施する装備品】

● ９６式多目的誘導弾システム （３セット：４１億円）
・ ３か年度分 ３セットを集中調達

２１

・ 効率的な業務遂行のため、総人件費改革の一環として業務効率化を継続して実施
（自衛官△２５人）

● 総人件費改革への取組

● 業務の効率化等に関する検討

各種効率化の取組等

○ 自衛隊業務の在り方に関する調査

○ 契約制度研究会における検討

● ＰＢＬパイロット・モデルの実施

・ 総合取得改革の一環としてＰＢＬ方式のメンテナンス
形態の導入を見据えた検討を進める中、ＰＢＬパイロッ
ト・モデルとして、陸上自衛隊が保有する特別輸送ヘリ
コプター（ＥＣ－２２５ＬＰ）を対象に、機体部品の取
得、修理等に関して包括的な契約を実施することにより、
現状の可動率を維持しつつ業務の効率化とコストの削減
を図る

※ ＰＢＬ（Performance Based Logistics）：メンテナンスの作業量に応じた対価を支払うのではなく、可動率や安全性といった
装備品のパフォーマンスの達成に対して対価を支払う企業との契約形態

● 装備品の取得経費削減への取組

・ 護衛艦に搭載される戦闘システム電子計算機等の更新に当たり、複数艦のプログラム
の共通化を図ることにより開発経費を削減

96式多目的誘導弾

システム

EC-225LP

※ 約１１億円の節減効果

・ 駐屯地・基地業務の効率化施策に関する実証実験等を実施

・ 企業のコストダウンインセンティヴを引き出すための契約に関する各種制度の見直
しや、コストデータベースの構築による装備品の価格等のデータの分析・活用等を検
討



主 要 な 装 備 品 等

２２



２４年度

区 分
２３年度

調達数量 調達数量
金額

(億円)

多用途ヘリコプター（UH-60JA） 2 機 1 機 37

戦闘機(F-15)近代化改修 (8 機) (2 機) 30

戦闘機(F-2)へのJDAM機能の付加
(12 機)
( － )

(20 機)
( － )

28

救難ヘリコプター (UH-60J) 3 機 － －

はつゆき型護衛艦の艦齢延伸
(1 隻)
( － )

( － )
(1 隻)

8

あぶくま型護衛艦の艦齢延伸 －
( － )
(2 隻)

5

次期輸送機 (C-2) 2 機 2 機 333

輸送ヘリコプター（CH-47JA） 1 機 2 機 109

戦闘ヘリコプター（AH-64D）

新練習ヘリコプター（TH-480B）

3 機

3 機

2 機

初等練習機（T-5） 5 機 4 機 10

練習ヘリコプター（TH-135） 2 機 － －

次期戦闘機 (F-X) － 4 機 551

あさぎり型護衛艦の艦齢延伸
(1 隻)
(3 隻)

(2 隻)
(2 隻)

60

むらさめ型護衛艦等の短SAMｼｽﾃﾑの機能向上 － (1 隻) 0.6

(1 機)

海

自

(2 機)

戦闘機(F-15)自己防御能力の向上 (2 機) (2 機) 48

戦闘機(F-15)のIRST搭載改修 － (2 機) 14

護衛艦（DDH） － 1 隻 1,190

潜水艦（SS） 1 隻 1 隻 565

掃海艇（MSC） 1 隻 － －

はたかぜ型護衛艦の艦齢延伸 －
( － )
(1 隻)

8

とわだ型補給艦の艦齢延伸 (1 隻) － －

エアクッション艇の艦齢延伸に係る措置
( － )
(1 式)

( － )
(1 式)

0.3

艦

船

海

自

戦闘機(F-2)空対空戦闘能力の向上
(3 機)
(36 機)

(12 機)
( － )

41

空

自

1 機 1 機 52

陸

自
28 機 － －

固定翼哨戒機（P-1） － －

哨戒ヘリコプター（SH-60K） 5 機 282

固定翼哨戒機（P-3C）の機齢延伸 － －

哨戒ヘリコプター（SH-60J）の機齢延伸 (2 機) 10

掃海・輸送ヘリコプター(MCH-101) 1 機 64

航

空

機

１ 主要な装備品

２３



１ 主要な装備品

２４年度

区 分
２３年度

調達数量 金額

(億円)

８８式地対艦誘導弾システム（改） － 2 式 56

多用途ガン － 7 門 0.7

海

自
イージス艦の能力向上 － (2 隻) 399

調達数量

０３式中距離地対空誘導弾 1 個中隊 1 個中隊 167

１１式短距離地対空誘導弾 3 式 1 式 49

９６式多目的誘導弾システム 1 ｾｯﾄ 3 ｾｯﾄ 41

地対空誘導弾(ﾍﾟﾄﾘｵｯﾄ(PAC-3ﾐｻｲﾙを除く)) 91 億円 － 114 

ペトリオット・システムの改修 － (3 式) 362

9mm拳銃 137 丁 90 丁 0.2

89式小銃 10,033 丁 9,513 丁 27

対人狙撃銃 91 丁 49 丁 0.3

5.56mm機関銃MINIMI 212 丁 220 丁 4

12.7mm重機関銃 113 丁 128 丁 7

120mm迫撃砲 RT 1 門 3 門 1

車両、通信器材、施設器材 等 650 億円 － 824

火

器
・
車
両
等

空

自
軽装甲機動車 9 両 2 両 0.9

空

自
ペトリオット・システムの改修

(1 式)
(定修1 式)

－ －

81mm迫撃砲 L16 1 門 6 門 0.6

中距離多目的誘導弾 12 ｾｯﾄ 11 ｾｯﾄ 56

空

自 基地防空用地対空誘導弾 1 式 2 式
（うち教育用１式）

58

NBC偵察車 2 両 2 両 14

陸

自

Ｂ
Ｍ
Ｄ

陸

自誘
導
弾

99式自走155mmりゅう弾砲 6 両 8 両 76

10式戦車 13 両 16 両 160

軽装甲機動車 56 両 101 両 30

96式装輪装甲車 11 両 21 両 26

87式偵察警戒車 1 両 1 両 3

２４

注１： 金額は、装備品等の製造等に要する初度費を除く金額を表示している。
注２： 調達数量：２４年度に新たに契約する数量。

（取得までに要する期間は装備品によって異なり、２年から５年の間）
注３： 調達数量欄の（ ）は、既就役装備品の改善に係る数量を示す。
注４： Ｆ－２空対空戦闘能力の向上及びＦ－２へのＪＤＡＭ機能の付加の調達数量については、上段が既就役装備品の改修役務の数量

を、下段が能力向上装備品の数量を示す。また、艦齢延伸に係る措置の調達数量については、上段が艦齢延伸工事の隻数を、下段
が艦齢延伸に伴う部品の調達数量を示す。



項 目 名 概 要

火力戦闘車の開発

現有の牽引式りゅう弾砲（ＦＨ－７０）の減勢に対応する
ため、射撃・陣地変換の迅速化、戦略機動性の向上及び
ネットワーク化を図った火力戦闘車（装輪自走砲）を開発
する。

64 

高射機関砲システム構
成要素の研究

無人機、精密誘導弾、巡航ミサイル等の多様化する各種経
空脅威に対抗しうる近接防空用の機関砲システムの構成要
素に関する研究を行う。

17

ＣＢＲＮ脅威評価シス
テム技術の研究

化学、生物、放射線及び核（ＣＢＲＮ）汚染の脅威に対処
するため、各種検知器材等から得られたデータを元に、Ｃ
ＢＲＮ有害物質の大気拡散を予測・評価のみならず、発生
エリア推定まで可能なシステムについて研究を行う。

10

遠隔操縦式小型偵察シ
ステムの研究

市街戦及びテロや特殊災害によるＣＢＲＮ汚染環境下等に
おいて、狭隘空間に進入して偵察任務を行うことが可能な
小型ＵＧＶ及び小型ＵＡＶに関する研究を行う。

15

新

規

継

続

０３式中距離地対空誘
導弾（改）の開発

巡航ミサイル、空対地ミサイル等への対処能力の向上、防
護範囲の拡大及び取得コストの低減を図った０３式中距離
地対空誘導弾（改）を開発する。

110

新多用途ヘリコプター
の開発

現有陸自ＵＨ－１Ｊの後継として師団・旅団飛行隊、方面
ヘリコプター隊等に装備し、空中機動、航空輸送等の各種
任務に使用する新多用途ヘリコプターを開発する。

184

潜水艦用新魚雷の開発

現有の８９式魚雷は開発から２０年以上が経過し、魚雷欺
まん装置の高度化や、浅海域における海面残響等によるセ
ンサー探知距離の低下に対応困難。これに対応するととも
に、各種艦船への効果的な攻撃を可能とする潜水艦用新魚
雷を開発する。

37

将来ミサイル警戒技術
に関する研究

各種の航空機に搭載し、希煙化されたミサイルなど新たな
脅威を探知することが可能な赤外線を用いたミサイル警戒
装置について研究を行う。

20

現有装備では探知が困難であった水深における潜水艦探知
能力の向上及び複数艦による探知機会の向上を図るため、
水上艦艇用の可変深度ソーナーシステムについて研究を行
う。

Ｆ－２の支援戦闘能力を向上させるため、レーザーJDAMの
投弾に当たり、操縦者の負担を軽減すべく、最適な投弾エ
リアを表示するシステム等を開発するとともに、それに伴
い必要となるミッションコンピューターの能力向上を図る。

可変深度ソーナーの研
究

Ｆ－２の支援戦闘能力
向上のための開発

２４年度

金額

（億円）

22

33

２ 主な研究開発

２５



２３年度末 ２４年度末 増△減

陸 上 自 衛 隊 159,816 159,313 △503

常 備 自 衛 官 151,337 151,138 △199

即 応 予 備 自 衛 官 8,479 8,175 △304

統 合 幕 僚 監 部 361 371 10

情 報 本 部 1,907 1,907 0

(255,925) (255,433) (△492)

海 上 自 衛 隊 45,517 45,517 0

航 空 自 衛 隊 47,097 47,097 0

共 同 の 部 隊 1,227 1,228 1

247,446 247,258 △188
合 計

注２： 各年度の合計欄の下段（ ）内は、即応予備自衛官の員数を含んだ数字である。

● 自衛官定数等の変更 （単位：人）

● 自衛官の年間平均人員 （単位：人）

800

航空自衛隊

47,900

計

1,10046,000予 備 自 衛 官

海上自衛隊陸上自衛隊

● 予備自衛官の員数 （単位：人）

● 陸自予備自衛官補の員数 （単位：人）

04,6004,600予 備 自 衛 官 補

増△減２４年度末２３年度末

注１： 各年度末の定数は予算上の数字である。

３ 定員等の変更

43,19541,937140,110年 間 平 均 人 員

航空自衛隊海上自衛隊陸上自衛隊

２６

● 事務官等定員の変更 （単位：人）

2322,01221,989合 計

増△減２４年度末２３年度末

注１：大臣、副大臣、政務官（２名）を含む。

注２：増△減には、定員合理化等による減４８９を含む。



２７



防 衛 関 係 費

２８



対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費 ４６，６２５ △２０１

〔△０．４％〕
４６，９０６ ２８１

〔０．６％〕

人件・糧食費 ２０，９１６

（４４．９％）

６６

〔０．３％〕

２０，８７２

（４４．５％）

△４４

〔△０．２％〕

物件費 ２５，７０９ △２６６

〔△１．１％〕
２６，０３４ ３２５

〔１．３％〕

〈繰延べ〉

歳出化経費

〈１９１〉

１６，３２１

（３５．０％）

△４２９

〔△２．６％〕

〈７１７〉

１６，０２４

（３４．２％）

△２９７

〔△１．８％〕

一般物件費

（活動経費）

９，３８８

（２０．１％）

１６３

〔１．８％〕

１０，０１０

（２１．３％）

６２２

〔６．６％〕

平 成 ２ ４ 年 度

概 算 要 求 額

＋ 要 望 額

平 成 ２ ３ 年 度

予 算 額

〔 歳出予算 （三分類）〕 （単位：億円）

対前年度
増△減額

対前年度
増△減額

新規後年度負担 １６，５４０ △８３

〔△０．５％〕
１９，８２５ ３，２８５

〔１９．９％〕

平 成 ２ ４ 年 度
概 算 要 求 額

平 成 ２ ３ 年 度
予 算 額

（単位：億円）〔 新規後年度負担 〕

(説明)
１．平成24年度の為替レートは、1ドル＝89円である。
２．（ ）は構成比、[ ]は対前年度伸率、< >は繰延べの数字である。
３．繰延べとは、当該年度に予定されていた歳出化経費の一部を翌年度以降に繰延べる措置をいい、上記の
歳出化経費は繰延べにより減額された後の経費を示す。
４．上記の他、平成23年度はＳＡＣＯ関係経費として101億円、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分と
して1,027億円、平成24年度はＳＡＣＯ関係経費として101億円（前年度同額で仮置き）、米軍再編関係経
費のうち地元負担軽減分として1,027億円（前年度同額で仮置き）がある。これらを加えた総額は、平成
23年度47,752億円（対前年度△151億円、△0.3％）、平成24年度48,033億円（同281億円、0.6％）となる。
５．さらにこれらの他、平成24年度は、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費として、平成23年度
第1次補正予算に係る平成24年度歳出化経費として291億円、平成24年度要求に係る経費として12億円があ
る。また、平成23年度第3次補正予算案に対する防衛省からの要求に係る平成24年度歳出化経費として、
1,093億円がある。
６．計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある(以下同じ)。
７．平成24年度には、要望額として960億円を計上している。
８．平成24年度には、札幌病院の建替えにかかる経費として、歳出予算（歳出化経費）3億円、新規後年度
負担額7億円の財務本省計上分を含む。

注：１．上記の他、平成23年度はＳＡＣＯ関係経費として31億円、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分とし
て731億円、平成24年度はＳＡＣＯ関係経費として31億円（前年度同額で仮置き）、米軍再編関係経費のう
ち地元負担軽減分として731億円（前年度同額で仮置き）がある。これらを加えた総額は、平成23年度
17,303億円（対前年度300億円、1.8％）、平成24年度20,588億円（同3,285億円、19.0％）となる。
２．さらにこれらの他、平成24年度は、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費として、59億円がある。

２９

１ 防衛関係費全般



（参考１）「日本再生重点化措置」要望事業について（参考１）「日本再生重点化措置」要望事業について

動的防衛力の構築に資する事業 662億円

● 警戒監視活動その他の活動を実施する上で必要な艦艇・航空機・車両等の燃料費

（単価増分等）、これらの可動率を維持・向上する上で必要な維持・修理等

● 防衛装備品に係る先進的な技術力維持のための事業

● 任務に当たる隊員を支える事業（糧食費の単価増分）

災害への対処能力の向上に資する事業 97億円

● 原子力災害等の災害への対処能力を向上するための装備品等（個人用防護装備、

線量計等）の整備

● 災害対処訓練

情報セキュリティーの向上など情報基盤の確保に資する事業 60億円

● 電算機防護システムの整備等防衛省・自衛隊の情報セキュリティーの向上

● 防衛省・自衛隊の情報通信基盤の整備

世界の平和と繁栄に向けた施策の充実に資する事業 6億円

● 国際平和協力活動の任務に即応するための各種資器材等の整備

● 国際平和協力活動等への任務を的確に実施するために行う航空機の海外運航訓練等

自衛隊や米軍の活動の基盤となる防衛施設の安定的な運用に資する事業 123億円

● 住宅防音事業の促進

● 提供施設の用地確保

地域の医療への貢献 12億円

● 自衛隊の病院等の医療機器の更新等

「安心・安全社会の実現」に資する以下の事業について、約960億円を要望

３０

１ 防衛関係費全般



防衛関係費は、人件・糧食費と物件費（事業費）に大別される。さらに、物件費（事

業費）は、歳出化経費と一般物件費（活動経費）に分けられる。

人件・糧食費 隊員の給与、退職金、営内での食事などにかかる経費

装備品の調達・修理・整備、油の購入、隊員の教育訓練、施設

物件費 事業費 整備、光熱水料等の営舎費、技術研究開発、周辺対策や在日米軍（ ）

駐留経費等の基地対策経費などにかかる経費

歳出化経費 ２３年度以前の契約に基づき、２４年度に支払われる経費

一般物件費 ２４年度の契約に基づき、２４年度に支払われる経費
（ ）活動経費

防衛力整備においては、艦船や航空機等の主要な装備の調達、また、格納庫・隊舎等

の建設など、複数年度を要するものが多い。このため、複数年度に及ぶ契約（原則５年

以内）を行い、将来の一定時期に支払うことを契約時にあらかじめ国が約束をする。

後年度負担額とは、このような複数年度に及ぶ契約に基づき、契約の翌年度以降に支

払う金額をいう。

（例） １００億円の装備を４年間に及ぶ契約で調達する場合

２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

契約 納入
↓ ↓ ↓ ↓

一部支払 一部支払 一部支払 残額支払
(10億円) (10億円) (20億円) (60億円)

一般物件費 歳出化経費 歳出化経費 歳出化経費

後年度負担額(90億円)

契約額(100億円)

（参考２）防衛関係費の構造（参考２）防衛関係費の構造

歳出額歳出額

後年度負担額後年度負担額

１ 防衛関係費全般
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歳出額と後年度負担額の関係歳出額と後年度負担額の関係

物件費（事業費）契約ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 新規後年度負担（２４年度以降の歳出化経費）
29,835       ＝ 10,010        ＋ 19,825

物件費（事業費）歳出ベース ＝ 一般物件費（活動経費）＋ 歳出化経費（２３年度歳出化経費）
26,034 ＝ 10,010    ＋ 16,024 

注：１ ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２ 本図は概念図であり、グラフの長短と実際のデータが必ずしも一致するわけではない。
３ 平成24年度には要望額として960億円を計上している。

平成２４年度防衛関係費概算要求額＋要望額

46,906
（0.6）

単位：億円
（ ）：対前年度伸率（％）
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施設整備費等

198〔2.0〕

項 目

平 成 ２ ３ 年 度

予 算 額

平 成 ２ ４ 年 度

概 算 要 求 額

＋ 要 望 額

対前年度

増△減額

維持費等

・油購入費

・修理費

・教育訓練費

・医療費等

・営舎費等（光熱水料、燃料費等）

４，１４８

９３２

１，７８４

２７１

２４５

９１６

４，４８６

１，２２４

１，７５６

２７４

２５１

９７９

３３８

２９２

△２７

３

６

６４

基地対策経費等

・周辺環境整備、住宅防音

・在日米軍駐留経費負担

・施設の借料、補償経費等

３，８９８

９０８

１，７０３

１，２８７

４，１１９

９９３

１，７５７

１，３６８

２２１

８５

５５

８１

研究開発費 ２５５ ２５５ △１

装備品等購入費等 ２１５ ２９９ ８４

施設整備費等 １９７ １９８ １

その他（電子計算機等借料等） ６７６ ６５４ △２２

合 計 ９，３８８ １０，０１０ ６２２

（単位：億円）一般物件費の内訳

維持費等

4,486
〔44.8〕

基地対策経費等

4,119
〔41.1〕

研究開発費

255〔2.5〕

装備品等購入費等

299〔3.0〕

その他

654〔6.5〕

一般物件費

（活動経費）

２４年度概算要求額

＋要望額

10,010

単位：億円、％
［ ］：構成比

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

３３

２ 一般物件費（活動経費）



項 目
平 成 ２ ３ 年 度
予 算 額

平 成 ２ ４ 年 度
概 算 要 求 額
＋ 要 望 額

対前年度
増△減額

維持費等 １０，９７３ １３，３１０ ２，３３７

油購入費 ９３２ １，２２４ ２９２

航空機購入費 ２，０９６ １，４４３ △６５３

艦船建造費等 ７６０ １，７９５ １，０３５

修理費等 ８，２２７ １０，２８０ ２，０５３

教育訓練費等 １，８１３ １，８０５ △８

基地対策経費等 ４，２７６ ４，４８１ ２０５

研究開発費 １，２７２ １，４９４ ２２１

装備品等購入費 ４，５６２ ５，４６６ ９０３

施設整備費等 １，０５５ １，００９ △４６

その他（電子計算機等借料等） ９３３ ８３１ △１０３

合 計 ２５，９２７ ２９，８３５ ３，９０７

（単位：億円）物件費（契約ベース）の内訳

物件費（契約ベース）＝一般物件費（活動経費）＋新規後年度負担

△６８４１，４０４２，０８８航空機購入費

１，０３１１，７８１７５０艦船建造費

２，０８１８，５２４６，４４３修理費等

１，９９９８，８２４６，８２５維持費等

△４６８１１８５８施設整備費等

△７４１８４２５８電子計算機等借料等

３，２８５１９，８２５１６，５４０合 計

８５４５，２１９４，３６５装備品等購入費

２２２１，２３９１，０１７研究開発費

△１６３６２３７９基地対策経費等

△８２３００３８２教育訓練費等

対前年度
増△減額

平 成 ２ ４ 年 度
概 算 要 求 額

平 成 ２ ３ 年 度
予 算 額

項 目

（単位：億円）（参考）新規後年度負担の内訳

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

注：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

３４

３ 物件費（契約ベース）



防衛関係費

46,906
46,625

46,826

47,028

47,426
47,815

47,903

48,297

48,760

49,262

46,500

47,000

47,500

48,000

48,500

49,000

49,500

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

概算要求額

＋要望額

億円

％

△0.4

△0.8△0.8

△0.2

△0.8

△1.0△1.0

△0.3

0.6

-1.2

-1

-0.8

-0.6

-0.4

-0.2

0

0.2

0.4

0.6

0.8

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

概算要求額

＋要望額

（参考）防衛関係費の推移等（参考）防衛関係費の推移等

伸率の推移伸率の推移

総額の推移総額の推移

注：１ 上記は歳出ベースである。
２ 上記のほか、ＳＡＣＯ関係経費として、

平成１５年度：２６５億円 平成１６年度：２６６億円 平成１７年度：２６３億円
平成１８年度：２３３億円 平成１９年度：１２６億円 平成２０年度：１８０億円
平成２１年度：１１２億円 平成２２年度：１６９億円 平成２３年度：１０１億円
平成２４年度概算要求：１０１億円（前年度同額で仮置き）

米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分として、
平成１９年度： ７２億円 平成２０年度：１９１億円 平成２１年度：６０２億円
平成２２年度：９０９億円 平成２３年度：１，０２７億円
平成２４年度概算要求：１，０２７億円（前年度同額で仮置き） がある。

３ 平成２４年度には要望額として９６０億円を計上している。

△0.4

３５

（参考）
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

三分類の推移三分類の推移

億円

[36.3]
17,224
｛△438｝
《316》

[19.5]
9,262
｛123｝

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
概算要求額
＋要望額

[19.9]
9,344
｛82｝

[36.0]
16,911
｛△313｝
《316》

[44.2]
20,940
｛△75｝

（ ）：対前年度伸率 (％)
[  ] ：歳出予算の構成比（％）
｛ ｝：対前年度増△減額
《 》：繰延べ

歳出化経費

一般物件費

人件・糧食費

[44.2]
20,773
｛△167｝

[19.7]
9,225
｛△119｝

[35.8]
16,750
｛△160｝
《235》

[44.5]
20,850
｛78｝

(△0.8)
47,426
{△389}

(△0.8)
47,028
{△398}

(△0.4)
46,826
{△202}

(△0.4)
46,625
{△201}

[21.3]
10,010
｛622｝

[34.2]
16,024
｛△297｝
《717》

[44.5]
20,872
｛△44｝

注１：ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。
２：平成24年度には要望額として960億円を計上している。

[20.1]
9,388
｛163｝

[35.0]
16,321
｛△429｝
《191》

[44.9]
20,916
｛66｝

(0.6)
46,906
{281}

３６

（参考）



機関別内訳機関別内訳

注： ＳＡＣＯ関係経費及び米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を除く。

（単位：億円、％）

区 分
平成23年度
予 算 額

平成24年度
概算要求額
＋要望額

対前年度
増△減額

伸 率

防 衛 関 係 費 ４６，６２５ ４６，９０６ ２８１ ０．６

防 衛 省 ４６，６２５ ４６，９０４ ２７９ ０．６

（防 衛 本 省） ４６，４４１ ４６，７１１ ２７０ ０．６

陸 上 自 衛 隊 １７，８１７ １７，９１６ ９９ ０．６

海 上 自 衛 隊 １１，００８ １１，１８７ １７９ １．６

航 空 自 衛 隊 １０，６０２ １０，４５２ △１５０ △１．４

小 計 ３９，４２７ ３９，５５４ １２８ ０．３

内 部 部 局 ４，８４４ ４，８６６ ２３ ０．５

統 合 幕 僚 監 部 ２３５ ２４０ ５ ２．１

情 報 本 部 ５２８ ５１０ △１８ △３．４

防 衛 大 学 校 １４７ １４８ １ ０．７

防衛医科大学校 ２０７ ２１８ １１ ５．５

防 衛 研 究 所 １６ １７ １ ８．３

技 術 研 究 本 部 ９５９ １，０８１ １２２ １２．７

装 備 施 設 本 部 ７４ ７１ △３ △４．６

防 衛 監 察 本 部 ５ ５ ０ ５．９

小 計 ７，０１４ ７，１５７ １４２ ２．０

（地 方 防 衛 局）

財 務 省

（財 務 本 省）

１８４

０

０

１９３

３

３

９

３

３

４．８

約２４倍

約２４倍

３７

（参考）



基地対策等の推進基地対策等の推進

（単位：億円、％）

区 分
平成23年度

予算額

平成24年度

概算要求額

＋要望額

対前年度

増△減額

対前年度

伸率
備 考

基 地 対 策 等 の 推 進
<    4,276>

4,337

<    4,481>

4,456

<   205>

119

<    4.8>

2.7

( 1 )  基地周辺対策経費
<    1,125>

1,185

<    1,188>

1,216

<     63>

31

<    5.6>

2.6

住 宅 防 音

周 辺 環 境 整 備

398

<      727>

787 

429

<      759>

787

31

<     32>

0

7.7

<    4.4>

0.0

飛行場等周辺の住宅防

音工事の助成

生活環境施設等の整備

の助成等（河川・道路改修、学

校防音、ごみ処理施設等の整備）

(2) 在日米軍駐留経費負担
<    1,862>

1,858

<    1,919>

1,870

<     57>

12

<    3.1>

0.6

特 別 協 定 1,384 1,395 10 0.7

労 務 費

光 熱 水 料 等

訓 練 移 転 費

1,131

249

4

1,139

249

6

7

0

3

0.7

0.0

68.3

在日米軍に勤務する従業

員の給与費の負担

在日米軍施設で使用する

光熱水料等の負担

硫黄島での米空母艦載機

着陸訓練に伴う経費負担

提 供 施 設 の 整 備

基 地 従 業 員 対 策 等

<      210>

206

268

<      255>

206

270

<     45>

0

2

<  21.6>

0.0

0.6

在日米軍施設（隊舎等）

の整備

社会保険料事業主負担

分等

(3) 施設の借料、補償経費等
<    1,289>

1,293

<    1,373>

1,370

<     85>

77

<    6.6>

5.9
防衛施設用地等の借上

げ及び漁業補償等

注１：計数は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）であり、<    >内は契約ベース（一般物件費＋新規後年度

負担）である。
２：平成24年度には要望額として歳出ベースで123億円を計上している。

３８

（参考）
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